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＊「本稿においては、特段の断りがない限り『航空貨物』は『国際航空貨物』を指すもの

とする」  

コロナ禍において航空会社の経営を支えたのは、旅客ビジネスの裏方と見なされが

ちな「航空貨物ビジネス」であった。しかし、その実態は旅客ビジネスとは大きく異

なり、B2B特有の商慣習、フォワーダーというマルチな存在、片道需要のボラティリ

ティなど、複雑な構造を有している。本稿では、航空貨物の歴史的背景から、インテ

グレーターとの競合関係、そして成田・羽田のデュアルハブ構造が抱えるジレンマま

で、その多層的なメカニズムを解明する。一見非効率に見えるこのビジネスが、なぜ

日本の経済安全保障や航空会社の収益戦略において不可欠な存在であり続けるのか。

その鍵を握る「マーケット構造」と「戦略的価値」について考察する。 

本稿中に記載したデータ・数値等は、筆者が信頼できると判断した各種データに基づき作成・加工した
ものですが、その正確性・確実性を保証するものではありません。 
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はじめに 航空会社を救った救世主 

数年前の新型コロナウイルスのパンデミックにより、世界はまさに未曽有の事態を経験

した。人々の活動は大きく規制され、国によっては外出もままならない状況となった。国

境は閉ざされ、海外との人的な交流は遮られ、航空会社は苦境に立たされた。旅客需要は

蒸発し、多くの航空便は運休を余儀なくされた。航空業界は固定費の比率が高い装置産業

であるため、運休したところで収支の均衡は望めず、巨額の赤字を連日垂れ流すこととな

った。世界中の航空会社が倒産の危機を迎えたのである。しかし、この時期に業績を伸ば

した航空会社があったのをご存じだろうか。韓国を代表する航空会社である大韓航空は、

コロナ前には瀕死の状況だった。旅客の競争激化と貨物の不況により営業利益は 2,574億

ウォン（283億円1）、当期純損益は 5687億ウォン（626億円）のマイナスと正に瀬戸際の

状況であった。ここでコロナ禍に突入したら、ひとたまりも無いと思われるが、ここから

V 字回復を果たしたのである。 

 

＜図表 1＞大韓航空の実績推移

 

出所：大韓航空のホームページを基に著者作成 

 

その要因は貨物ビジネスにあった。大韓航空は世界でも有数の貨物専用機（フレイター

2）保有航空会社であり、その機数が 23機と多いだけでなく、B747-8F3が 7機、B747-400F

が 4機、B777Fが 12機と大型貨物に対応できる機材から、航続距離が優れる機材まで非常

にバランスもとれていた。コロナ前の貨物需要が弱い時には持て余していたフレイター

が、コロナ禍となり旅客便が運休してベリー4の供給量が減少したマーケットにおいて、最

                                                   
1 1ウォン 0.11円で計算。 
2 旅客用の座席の無い貨物専用機。 
3 B747-8Fの様に、機種名の最後に「F」と付くのはフレイターを表している。 
4 Belly：旅客機の床下貨物室 

単位：韓国ウォン（KRW）

年度 売上高 営業利益 当期純損益 貨物売上高 ポイント

2019

(コロナ前)
12兆3,000億

2,574億

(利益率2%)
▲5,687億 2兆5,500億

貨物不況と旅客競争で、最終
赤字に転落。

2020

(コロナ禍)
7兆4,050億

2,383億

(黒字維持)
▲2,281億 4兆2,507億

貨物で営業黒字を死守した

が、為替差損や利払い等の

金融費用が重く、最終赤字。

2021

(回復期)
8兆7,534億

1兆4,644億

(当時過去最高)
6,387億 6兆6,948億

最終黒字に転換。貨物売上の
急増により、過去最高の営業
利益を記録。

2022

(絶頂期)
13兆4,127億

2兆8,836億

(過去最高)
1兆7,796億 7兆7,248億

創業以来の史上最高益。貨物

で稼いだキャッシュで財務体

質が劇的に改善。

2023

(正常化)
14兆5,751億 1兆5,869億 9,168億 4兆9,600億

旅客需要回復・貨物運賃下

落。安定した黒字定着。
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大の力を発揮したのである。さらに大韓航空は、16機の旅客便の座席を取り除き急造のフ

レイターとして活用した。この迅速な対応が奏功し、2020年のコロナ禍でも収支を支え、

2021年には過去最高の営業利益をもたらしたのである。2022年には貨物事業の売上はコ

ロナ前の 3倍に達し、まさに貨物事業が大韓航空の救世主となった。 

ANA においても、コロナ直前の 2019年にタイミングよく B777Fを 2 機導入したことに

より、既存の中型フレイターである B767Fと旅客機のベリーのみを活用した貨物便の設定

と合わせ、コロナ直前の 2019年度には貨物郵便収入は全社売り上げの 8%の 1361億円で

あったものが、2021 年度には 41％を占める 3,617億円まで拡大し、全社を黒字に導くこと

はできなかったが、稼ぎ頭として会社の危機を救う存在となった。 

このようにコロナ禍において脚光を浴びた貨物ビジネスであるが、その実態はあまり世

間に知られていない。それだけ儲かったのであれば、通常期からもっと機数を増やしたら

よいかと言えばそうではない。それは航空貨物ビジネスが非常に浮き沈みの激しいビジネ

スであるからなのである。航空貨物ビジネスは複合的なマーケットが重なり合っている。

商材面から見ると、常に航空輸送される品目と、緊急避難として航空輸送されるものがあ

り、輸送面から見ると、フレイターによる輸送と旅客機のベリーによる輸送がある。ま

た、流通面から見ると、フォワーダー5の輸送手段の一つでしかない部分があり、構造的に

航空会社と荷主が直接の取引が難しい実態もある。更に高付加価値貨物が中心となってい

るために、景気の影響を大きく受けるなどの特性もある。本稿では人々の生活を支えなが

ら、全貌が分かりにくい航空貨物ビジネスを紐解いていきたい。 

 

１．航空貨物の歴史と概要 

 航空貨物ビジネスとは、その名の通り、航空機を使用した貨物ビジネスのことである。

航空機の性能が低い頃には、航空機は旅客とその手荷物を輸送する程度の能力しかなかっ

た。一方で郵便は特別な存在であり、「星の王子さま」の作者であるアントワーヌ・ド・

サン＝テグジュペリ6などは、郵便輸送のためのパイロットであったなど、「モノ」の輸送

に特化した航空機利用は古くから存在していた。しかし、航空での商業貨物の輸送が一般

的になったのは、ジェットエンジンを使用した旅客機が主流になってからである。特に

B7477の出現により大幅に貨物の搭載可能重量は増加し航空輸送は飛躍的に発達した。日

本の国際航空貨物取り扱い実績を見ても、1970年代から右肩上がりで成長を続けているこ

とが見てとれる。特に日本は島国であるため、航空貨物の発達は輸出産業を支える重要な

要素であった。とは言え、日本の全国際輸送重量に占める割合は 0.3％程度であり、主要

輸送手段はあくまで船舶による海上輸送である。しかしながら、輸送金額で比較をしたと

                                                   
5 Forwarder：貨物利用運送事業者。 
6 フランスの小説家、飛行士。 
7 ジャンボジェットの愛称で呼ばれる、ボーイング 747型機。 
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きには 31.2%と大きく跳ね上がり、より価値の高いものを中心に輸送されていることがわ

かる。それは例えば海上輸送では日本から米国西海岸への輸送は 2週間程度を要するが、

航空輸送であれば 10 時間程度で到着し、その分輸送費用は航空輸送の方が二桁ほど高額

であり、当然ながら運賃負担力のある品目や、費用をかけてでも輸送しなければならない

理由がある品目を中心に運ばれているからである。 

 

＜図表－2＞国際貨物取扱量の推移 

 

出所：国土交通省「我が国の国際航空貨物輸送の動向」 

 

 それではどのような品目が航空機によって輸送されているのだろうか。航空輸送される

品目は、恒常的に航空輸送されるものと、必要に迫られて航空輸送を利用せざるを得ない

ものに分けられる。恒常的に航空輸送される品目は、一般的に言われている様に軽量・高

付加価値や生鮮などの日持ちのしないもの、また他の輸送手段を使うことが難しいものな

どである。代表例としては半導体を始めとする電子部品や生花・生鮮食料品などであり、

これは非常にイメージがし易いものだろう。取り扱いの条件が厳しく定められている医薬

品も日常的に航空貨物で輸送される品目だ。また、他の輸送手段での輸送が難しいものに

は、半導体製造装置が挙げられる。この正に重厚長大な装置は意外に思われるのではない

だろうか。半導体製造装置の中でも露光装置などは、全体の大きさとしてはテニスコート

1 面分にもなる巨大な装置である。しかし、半導体製造装置はガントリークレーンでの搭

降載時の衝撃に弱く海上輸送には不向きで航空輸送が好まれている。ただし、当然通常の

旅客機には搭載できず、大型フレイターを利用して 3回程度に分割して輸送されるケース

が多い。 
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 そのほか、総合的な物流コストを検証した結果、航空輸送が選択される場合もある。代

表的な例がサービスパーツと呼ばれる補修用の部品である。電子製品や自動車などは、消

耗品は一定期間に交換する必要がある。顧客のニーズに迅速に対応するためには、世界各

地に倉庫を設け、一定数の在庫を保管する必要がある。しかし、それには倉庫代はもとよ

り部品も多く在庫を抱えることになり、莫大なコストが掛かることになる。在庫管理を集

約し、そこから航空機を活用して世界中に配送すれば、1回の輸送コストは高額になるも

のの全体の費用は圧縮できるのである。このような品目は、特にスピードが重視されるた

め、国際エクスプレス8業者によってオーダーから 24時間以内など緊急の配送が行われる

ケースが多い。また、航空機部品のような汎用性の低い部材も基本的には航空郵送が使わ

れる。航空機部品などは使用者が限定されている割に製造業者は分散している。部品の単

価も高いため、修理して再利用することが一般的であり、航空会社と部品メーカー間の輸

送は航空輸送が活用されている。これにも定期的な在庫として輸送する部品もあれば、飛

行機を飛ばすために必要不可欠な部品を緊急で輸送するケースもある。 

 

＜図表－3＞海上貨物と航空貨物の重量と金額の比率（2023年） 

 

出所：航空局資料、海事レポート、税関貿易統計より著者作成 

 

 また、昨今大きな存在感を示しているのは越境 ECと呼ばれる貨物だ。これは国を跨い

だ電子商取引による商品の販売であり、在庫は必ずしも販売主の近くにある訳では無い

が、航空機によって迅速に輸送されるケースも多く、毎年物量を伸ばしている商材だ。 

 それでは、通常は航空機で輸送されていないもので、緊急時にのみ航空輸送されるもの

はどんなものであろうか。実は物量的にはこちらの方が大きな割合を占めている。それは

常時航空輸送される貨物よりも、軽量・高付加価値では無い場合が多いからである。まず

                                                   
8 国際宅配便とも呼ばれる、ドアツードアの国際輸送サービス。 
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は自動車関連部品が挙げられる。自動車はリコールなどの対応が多い産業である。どこか

でリコールが起きれば、最善のリカバリーが必要となるために緊急輸送が発生する。完成

車は当然海上輸送であるが、ノックダウンパーツ9も通常は海上輸送である。しかし、不具

合が発生した場合には、金に糸目をつけている場合ではない。他にもサプライチェーンは

いろいろな理由で崩壊する。「Just In Time10」方式で知られる自動車産業以外でも、世界的

なメーカーは原料の購入や部材の調達などグローバルなサプライチェーン網を構築してい

る。そして、次の工程に合わせたスケジュールを組むことで、余分な在庫を持たないよう

な設計がされている。そのために、サプライチェーンに何かの障害が起こると、代替手段

での輸送が必要となる。サプライチェーンの障害により滞った国際輸送に対応できるのは

航空輸送しかないので、航空貨物に海上貨物が流れ込んでくるという構図である。具体的

には、米国西海岸ロサンゼルスにあるロングビーチ11の港湾ストライキや、コンテナ船の

座礁、スエズ運河近辺での海賊活動の活発化などである。海上輸送には必ずチョークポイ

ント12が存在するので、そこで何かが起きた場合には航空輸送の出番なのである。荷主企

業からは「航空輸送はゼロにしたいのに、ゼロにならない」などと揶揄される要因でもあ

るが、実際にはこの場合も多くの在庫を持つよりは、何か起きたら航空輸送を活用すると

いうことは、組み込み済なのである。この海上貨物からの流入は航空貨物にとっては、想

像以上に大きなインパクトとなっている。コンテナ船一隻の搭載量は 1万 TEU13サイズの

大型船で 20万トンほどもあり、大型フレイター2,000機が必要な物量なのである。当然な

がら全ての貨物が航空に回って来る訳では無いが、一部が航空輸送になるだけでも、航空

貨物マーケットに大きな影響を及ぼすほどのイベントになるのである。 

 航空貨物の中には、フレイターでなければ輸送できない貨物もある。フレイターはただ

単にたくさんの貨物を運べるから存在している訳では無い。まずは当然ながら大型の貨物

はフレイターでなければ輸送できない。旅客機のベリーは 160㎝程度の高さしかないが、

大型フレイターのメインデッキは 300㎝程度の高さがある。また、旅客機は側面のカーゴ

ドアから貨物を搬入するために、長さがあるものも搭載ができない。B747フレイターの場

合は、機首にカーゴドアを有するために、かなりの長尺貨物も搭載できる。例えば、航空

機のエンジンや完成車のような大型の貨物の搭載も可能だ。更に単純な大型貨物だけでは

                                                   
9 部品単位や半完成品の状態で輸出し、輸入先の現地で組み立てるために使われる部品。 
10 トヨタ生産方式に代表される「必要なものを、必要な時に、必要な量だけ」生産・調達

する管理方式。 
11  ロングビーチ港では数年ごとにストライキが発生し、太平洋航路に大きな影響を及ぼ

すことが多い。 
12 代替ルートがほとんど存在せず、封鎖されると世界的なサプライチェーン停滞や経済

的・軍事的混乱を招く「急所」。 
13 TEU（Twenty-foot Equivalent Unit）：海上コンテナ輸送における貨物量や船の積載能

力を示す国際的な単位。 
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無く、動物の輸送でも威力を発揮する。競走馬の輸送に際しては馬が立ったままの状態で

いられる背の高い専用のコンテナが使用されるが、それを搭載できるのも大型フレイター

である。もっと言えば、そのような生体輸送の場合には調教師が同乗し体調管理等を行な

うが、貨物室への出入りができない旅客機ではそもそも対応できない。また、危険物の中

にはフレイターのみで輸送できるものや、フレイターの場合は輸送可能量が多くなる品目

がある。フレイターのみ輸送が許されるものは CAO（Cargo Aircraft Only）と呼ばれるもの

であり、フレイタービジネスの中心的な商材となっている。CAO の代表的な例はリチウム

イオン電池や自動車のエアバッグなどである。また、引火性液体や腐食性物質などは、輸

送可能量に大きな差がある品目である。このような品目の存在が、フレイタービジネスを

支えているのである。 

 

＜図表－4＞フレイターと旅客機の搭載能力の比較 

 

出所：著者作成 

 

２．複雑なマーケット構造 

 それではなぜ航空貨物ビジネスは常時順風満帆ではないのだろうか。実は大型旅客機が

導入されて、航空貨物輸送が一般的になった頃は、航空貨物は儲かるビジネスであった。

海外旅行が高嶺の花で、市民の旅行がまだ一般的では無かった頃は便数も限られており、

航空会社にとって貨物スペースは売り手市場だったのである。ところが徐々に海外旅行が

一般化してくると、旅客機の供給力も増えてくる。そうすると需給のバランスは崩れてく

る。普通のビジネスであれば需給を見ながら投資をして供給力を増大するものであるが、

旅客便は概ね貨物の需要に関係なく供給力が決定されるのである。国際的な物流も拡大し

ていったが、それに伴ってサプライチェーンマネジメント14も進化し、どのようにしたら

                                                   
14 原材料の調達から製造、物流、販売までの全過程において「モノ・金・情報」の流れを

機種・エリア
① 96インチパ

レット枚数

② 高さ制限

(Height)

③ 1枚あたりの

実効容量

④ 総容量

(Space)

⑤貨物搭載可

能重量

ベリーとの差（倍率） 約 2倍 約 1.8倍 約 1.7倍 約 3～4倍 約2.5倍

ベリーとの差（倍率） 約 ３倍 約 1.8倍 　 約 5倍 約3倍

100トン

約 11.5 ㎥
約 115～

160 ㎥

27枚 約 19.5 ㎥ 約 526 ㎥

B777F

（貨物機全体）
37枚 約 300cm 約 11.5～19.5 ㎥ 約 641 ㎥

B777F

（貨物機メインデッ

キ）

10 ～ 14枚 約 160cm

約 300cm

20～40トン

80トン

B777-300ER

（旅客機ベリー）
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物流コストを最適化できるかを荷主企業も研究した。その結果、通常期は海上輸送で Just 

In Time を目指し、問題が起きれば航空輸送で回復を図るというハイブリッドな物流が発達

したことも航空貨物ビジネスの不安定要素となった。 

航空貨物ビジネスの難しいところは、旅客便と貨物便という異なる二つのビジネスが交

錯しているところにある。フレイターを所有し、航空貨物ビジネスを収入の柱と考えてい

る航空会社は貨物マーケットを維持する視点を持っているが、旅客便のみでビジネスを行

っている航空会社はそうではない。旅客の収支によって路線開設の判断を行い、貨物の収

入は付帯事業となる場合も多い。そうであれば、殆どの運航コストは旅客収入で賄って、

貨物を取り扱う変動費のみカバーできれば良いという考えの航空会社も発生する。そのよ

うな航空会社は、そもそもの路線選定の際にも貨物収入を考慮に入れておらず、雑な料金

設定によって航空貨物マーケットを破壊してしまうこともある。結果として旅客便が多く

設定されている路線は単価が急激に下落し、貨物ビジネスとしては旨味のないものとなっ

てしまうのである。 

 このような状況に陥ると、旅客便だけでなくフレイターにも大きく影響するのである。

旅客便は旅客収入によって事業性が得られれば、貨物の収入は付帯事業と考えることもで

きる。一方貨物便は、全ての運航コストは貨物収入で賄わなければならないのだ。そして

マーケットは多くの部分で重なり合っている。CAO を始めとしてフレイターでしか輸送で

きない品目はある。これは適正な運賃を収受できる可能性は高い。しかし、貨物マーケッ

トにはフレイター用の貨物が潤沢にある訳では無く、多くの貨物は旅客機でも運べるもの

である。フレイターの運航会社は、CAO に関しては他のフレイター会社の動向を見れば良

いが、一般の貨物に関しては多くの旅客機の運航会社との無秩序な競争に晒されているの

である。そうなると安定的な経営は難しくなる。天災や動乱、リコールなどで貨物マーケ

ットが乱れる時を待つしかない。海上貨物からの流入により航空貨物の需給が大きく乱れ

れば、一気に負債を挽回するチャンスなのである。航空貨物関係者が、ロングビーチ港の

港湾ストライキを心待ちにしているのもそのためである。 

 旅客便を運航している航空会社であれば、貨物の需要が停滞しているときには、黙って

手を拱いているのではなく、キャンペーンでも行って需要喚起しろという指示があるかも

知れない。確かに旅客営業であれば、お得な運賃を設定してプロモーションを行うこと

で、潜在的な需要を喚起することができることもある。しかし、貨物ビジネスはそうはい

かない。多くは生産工程が決まっているので、安いからと言ってサプライチェーン外に貨

物を送ってみようとはならないのである。他社を利用して輸送しているのであれば、安価

な運賃提示をすることで横取りすることはできるだろう。とは言え、それは需要を生み出

                                                   

共有し、企業間連携で全体最適化を図る経営管理手法。 
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す訳では無く、マーケット全体の売上を減少させるのだ。無益なたたき合いになれば、結

局は自分たちの首を絞めることになる。 

多くの貨物は生産拠点と消費地間の輸送となる。部材から完成品に至る工程も、その組

み合わせなのである。この点も航空貨物の大きなジレンマである。企業がどこに生産拠点

を持つのか、どのマーケットを主戦場とするのか、その流動に的確に対応することが、フ

レイタービジネスにとって大切なことである。それでは、その意思決定に積極的に関与し

て、自社の権益のある路線や地域に誘致したらどうか。そうすれば中長期的な需要の喚起

になるのではないか。生産拠点の決定に際して重要なのは、労働力や税制の優遇などが優

先される。当然サプライチェーンも一つ要素ではあるが、基本的には陸上輸送と海上輸送

を考慮するのみなのが現実である。 

 そして貨物には更に大きな問題がある。大きな貨物流動のある路線を設定すれば、ある

程度の需要は想定される。しかし、貨物の需要は基本的には片道なのだ。どれだけ往路で

貨物があったとしても、復路は貨物が無いかも知れない。これも航空貨物ビジネスの難し

いところである。旅客は基本的には往復利用する。移民は別だが、出張も観光も往復利用

が前提である。しかし、貨物は生産地から消費地への一方向の輸送である。そして、巨大

な消費地が巨大な生産地であることはあまりない。実際に国際航空貨物の主要流動は日本

や韓国を除いた東アジア・東南アジアから北米や欧州へ向かうものである。しかし、逆の

流動が大きいかと言えばそうではない。欧州のブランド品や北米のフルーツなどがアジア

にも輸入されるが、そこまで物量が多いという訳では無い。結果的にフレイターであれ

ば、片道の収入で運航コストの大部分を賄わなければならない場合も多い。 

 このような構造のフレイターによるビジネスは、数年に一度吹く風を黙って待つものな

のであろうか。確かにそこには旅客機とは違う大きなビジネスチャンスがある。フレイタ

ーは平常期の定期便では大きな利益を創出することは難しい。大型貨物や CAOで稼ぎな

がらも一般貨物で旅客機との競合となるからである。しかし、サプライチェーンが乱れる

事象が発生した時には、徹底した取り込み体制に入る。ただ単に定期便で多くを取り込む

のではなく、定期便の経路を変更や状況によっては定期便を欠航してでも、チャーター便

や臨時便により取り込むのである。旅客便は機材故障や天候不順のような不測の事態を除

けばあまり欠航することは無い。しかしフレイターの場合は特定の強い需要がある場合に

は、定期便を欠航させることによって確保した機材により特別な対応をする場合もある。

貨物の予約は旅客とは違い数日前からの発生であり、予約は確定では無く搭載予定でしか

ない。このような基本フレームの違いも、臨機応変な対応を可能にしているのだ。 

 実は世界のフレイター運航会社にとっての稼ぎ頭は軍事需要とも言われている。特に米

国は世界中に軍事基地を展開しており、物資の輸送は軍用機では無く民間機に委ねられる

ケースも多い。日本の横田基地や嘉手納基地で民間機を見たことがある人も多いだろう。

これは、米国のフレイターにとっては重要な商材である。残念ながら日本のフレイターは
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この恩恵を受けることが基本的に無いので、この点では大きなハンディを背負っているの

である。 

 

３．特殊なビジネスシーン 

 国際航空貨物は需要予測が難しいビジネスである。それは海上を含めた国際物流の中に

位置しており、その重量シェアは 0.3％しかないというところにある。常時航空貨物に搭

載される品目の生産状況やマーケット状況を観測していれば、この部分の大まかな流れを

把握できるかもしれない。しかし、どのメーカーがリコールを出すのか、どの地域で動乱

が起こるのかを予測するのは至難の業だ。個別の航空会社で見れば、ある路線で独占的な

利益を得ていたとしても、他社に参入されてしまえば元も子もない。需要喚起ができない

構造上、より良いダイヤや運賃で需要を取られてしまえば、なかなか対策の打ちようがな

い。年度の計画を立てる場合にも、世の中の流れや航空貨物のトレンドに沿う様な形での

設定程度しかできず、精緻な需要予測はあまり意味をなさない場合が多い。航空貨物が旅

客部門のような計画販売ができないのもこのためである。 

 ダイヤに関しても、旅客動向とは全く違った価値観が航空貨物にはある。よく言われる

ことであるが、貨物は旅客と違って歩くことができない。旅客は基本的には自分で空港ま

で来ることができるが、貨物は誰かが運ばない限り自分で移動することはできない。多く

の場合、航空会社の貨物上屋への搬入はフォワーダーの手配によって行われる。それには

事前の検量・検尺・輸出通関や運送状の作成など、様々な業務が含まれている。そしてフ

ォワーダーは作業効率上多くの貨物を纏めて取り扱う。そうなると、作業が終了して上屋

へ搬入する時刻は夕方以降が望ましくなる。この流れから、貨物にとっての利便性の高い

出発時間帯は夜遅くとなる。成田は運用時間が制限されていて、現在は 24時までしか離

着陸ができないが、貨物便の出発時間が 21時以降に集中しているのは、可能な限り遅い

時間が好まれるからなのだ。旅客便でも貨物にとって使い勝手の良い時間帯は深夜時間帯

となる。しかし、旅客便のダイヤは旅客利便によって決定されるために、貨物に都合の良

い時間設定とはならない場合も多い。遅い時間帯にフレイターの設定のある路線は、その

フレイターに需要が集まる。フレイターの無い路線は、前段の作業工程を早めて夕方の旅

客便に搭載するか、ゆっくり搬入して翌日午前中の旅客便を利用するかの選択となる。一

方で、非常にニッチな路線で旅客便が一便しか飛んでいない場合には、貨物はやむなくそ

の便を利用することもあるが、経由便や主要空港からのロードフィーダーサービス15

（RFS）と呼ばれるトラック輸送を行う場合も多い。旅客のような意思を持つ訳では無い

ので、全体的なリードタイムが短くなるのであれば経由でも構わない。また、拠点空港へ

                                                   
15 （RFS：Road Feeder Service）は、主に航空貨物において、主要空港間や空港・地方

拠点をトラックで結ぶ定期輸送サービス。航空会社の商品として航空貨物運送状で輸送さ

れる。 



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

11 

 

 

纏めて輸送して、そこから航空会社の提供する RFS で目的地近くの空港へ転送する場合

や、フォワーダーが引き取ったのちに、自社の転送網を使って目的地に輸送する場合もあ

る。このあたりが国際航空貨物輸送のダイナミズムでもあるのだ。 

 

＜図表－5＞貨物輸送のタイムライン（成田空港） 

 

出所：著者作成 

 

 運賃面もスケジュールとは密接に関係している。利用価値の高く需要が集中する便は当

然高く、利用価値の低い便は運賃が低くなる。運賃設定をする際に、航空会社の担当者は

マーケット状況や便の価値を理解していなければならないということだ。運賃は主に重量

に対する単価として決められる。これは航空貨物の基本的な考え方であり、ある程度の規

模感の貨物に対しては適切な運賃設定がされるが、少量の場合にはその手間等を考えて、

割高の設定となるというものである。航空会社にとってはバラバラと細かく貨物を取り扱

うよりも、まとまった貨物を扱ったほうが対応することが容易だからだ。一般的な貨物に

比べると、付加価値の高い輸送に関しては、割高の運賃が設定される。保管時に温度管理

が必要なものや、傾けることができないような取扱注意の貨物、危険物や生体も対象であ

るし、専用の倉庫で保管しなければならない貴重品などもそうだ。また、公的な機密文書

なども特別なハンドリングを伴う付加価値の高い貨物である。このような特殊な貨物は、

取り扱いは面倒だが収入面での貢献は大きい。 

 この重量に対する単価というのは結構曲者だ。旅客であれば 1席あたりいくらという運

賃設定になる。基本的には一人が 1席を使用するので、運賃が同じであれば満席になった

場合の収入は決まっている。しかし、貨物の場合は同じ重量であっても密度によって必要

なスペースが変わってくるのである。当然ながら少ないスペースで重量が重いものが大き

な収入をもたらす。そのために国際航空貨物では貨物の体積を重量に換算した容積重量と
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いう考えがある。これは、貨物の体積を 6,000 立方センチメートル16（6,000 cm3）で割っ

たものを容積重量と定めているものだ。そして、実重量と比較して重い方を適用重量とし

て運賃算定の基礎とする考え方なのである。これは 6,000 cm3あたり１キロ以上の密度の

貨物を航空会社は求めており、それ以下の低密度の場合は失われたスペース分の運賃を収

受するという意味があるのである。このような処置により一定程度の収入が担保される

が、航空会社にとって収入の最大化のためには、より密度の高い貨物を集めたほうが良い

ことになる。 

 航空貨物にとって満載は 2つの尺度で決まる。一つはスペースの尺度であり、これ以上

は航空機の貨物室に入らないという限界である。もう一つは重量の限界だ。航空機には許

容搭載重量17（ACL）が設定される。ACLから旅客や燃料、航空機自体の重量などを除い

たものが貨物にあてがわれる重量となることが多いが、この貨物で使用できる重量という

のが、もう一つの限界点となる。最近の旅客機は性能が良いので、気象等の条件にもよる

が貨物で使える重量が潤沢にある場合がある。そうなると、航空会社としては密度の高い

貨物をたくさん集めたほうが、収入が大きくなるということである。そこで生まれたの

が、容積に対する単価というものである。容積重量はある意味で歯止めでしかないが、容

積単価とは運賃の決定に際して、重量の代わりに容積を基準とするというものである。同

じ 1㎏の貨物であっても、6,000 cm3の貨物と 3,000 cm3の貨物を比較したら、後者の方が

航空会社にとっては魅力的なのである。重量を基準に単価設定をする場合には収入は同額

になるが、容積を基準にする場合には収入は後者の方が多くなるのだ。 

 この容積単価の考えは、航空会社のレベニューマネジメントにおいては収入の最大化に

繋がる画期的な考え方である。しかし現実には注意点も何点かある。航空貨物輸送は基本

的にフォワーダーが介在するので、容積単価は航空会社とフォワーダーの交渉時に使われ

るものである。しかし、フォワーダーと荷主の間の交渉は、重量単価になることが多いの

である。これは荷主にとっては海上輸送がスタンダードであり、重量単価が考え方の基本

にある。このように、その結果としてフォワーダーは荷主に対しては、容積単価を重量単

価に変換して提示することになる。航空会社としては密度が高く、収入をもたらすとの判

断で提示した運賃が、重量単価で見ると割安な運賃となってしまう。永続的な商売を考え

たときには、マーケットレートを押し下げる影響がある場合がある。また、昨今の環境の

変化も容積単価には逆風となっている。一つは羽田空港発着便の増加により使用する滑走

路の種類が多くなり、ACLの変動幅が大きくなったことと、客室設備の充実による機体の

重量化である。昨今ではビジネスクラスでも個室仕様になるなど、機内設備は重くなる方

                                                   
16 IATA（国際航空運送協会）基準では 6,000cm3、DHLなど国際エクスプレスでは

5,000cm3を使用。 
17 許容搭載重量（Allowable Cabin Load）飛行機の客室・貨物室に搭載できる最大重量の

こと。 
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向にある。そうなると旅客便だからと言って、潤沢に ACLが確保できないケースも発生

する。結果として容積単価をベースとした考え方は、現在では一つの指標ではあるが絶対

的な判断基準では無くなってきている。 

また、フレイターの場合はそもそも注意が必要である。フレイターは旅客機に比べると

スペースが潤沢にある。図表－6はフレイターと旅客機の貨物搭載量の違いを示したもの

だ。この表を見ると、旅客便は 1 立法メートル（１m3）あたり 400㎏の高密度の貨物を

取っていけば良いが、フレイターは密度の高い貨物を中心に取り込んでいくと、多くのス

ペースを余らす可能性もあることがわかる。図表－7はどのようにしたら適用重量を最大

化できるかをシミュレーションしたものだ。密度の高い貨物と容積重量を適用する密度の

低い貨物をミックスすることが、フレイターの収入の最大化には必要なのである。 

 

＜図表－6＞フレイターと旅客機の ACLとスペースの比較 

 

出所：著者作成 

 

＜図表－7＞フレイターの適用重量を最大化するためのシミュレーション 

 

出所：著者作成  

 

４．フォワーダーの役割 

国際航空貨物を語る際、その主役は荷主でも航空会社でもなく、フォワーダーなのかも

しれない。国際航空物流に際しては、検量・検尺・ラベリング・輸出入通関・搬出入が必

須である。また、荷主にとっては海上輸送が主な輸送手段である場合が多く、多くの役割

を担うフォワーダーはとても便利な存在なのである。多彩な機能を備えたフォワーダーに

とっては、航空輸送はサービスのメニューの一つに過ぎない。黎明期には航空貨物代理店

機種  総容量(Space) 貨物搭載可能重量 1m3あたりの重量

400キロ

156キロB777F 約 641 m3 100トン

B777-300ER 約 100m3 40トン

パターン 積荷の内訳（構成） 実際の重量 実際の容積

平均的 全て標準的な貨物 100トン 600m3

(標準密度のみ) (1m3=167kg) (限界) (満杯)

ベストミックス
重：50トン (高密度)

(1m3=500kg)
50トン 100m3 50トン

(重＋軽の混載)
軽：50トン (低密度)

(1m3=100kg)
50トン 500m3 83 トン

適用重量

100トン

(実重量と同じ)

133トン

（実重量を
超える）
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的な要素があり、航空会社の業務を代行する側面も強かった。しかし、その後の物流のグ

ローバル化とサプライチェーンの進化により、フォワーダーは物流全体を統括する機能に

成長したのである。航空会社にとってもメリットは大きい。営業活動はフォワーダーに対

して行えば良く、多くの人材を抱える必要はない。フォワーダーとして航空貨物運送状を

発行するためには IATAの登録が必要であり、一定の審査を通過する必要がある。また、

多くの国では運賃回収の仕組みが整っており、航空会社は与信管理に気を遣う必要からも

解放されている。 

一方で、荷主から見るとフォワーダーと取引をしているのであって、航空会社と商売を

している意識は希薄だ。彼らにとって重要なことは、いくらでいつ貨物が目的地に届くか

という事である。旅客が味わうような空港のラウンジサービスやキャビンアテンダントに

よるホスピタリティは無いのである。当然マイレージも溜まらない。スケジュールと運賃

以外に差別化が難しいので品質の差としては、ダメージや紛失などのイレギュラーの頻度

くらいだ。これは主に貨物上屋での作業の品質に基づくものであるが、多くの航空会社は

海外の拠点では他の航空会社やハンドリング会社に上屋作業等を委託しているので、この

面でも大きな差が出にくい状況となっている。こうなると、フォワーダーの営業戦略で利

用する航空会社が決定されるケースが多くなる。このあたりは航空会社にとってのジレン

マである。輸送スペースに限りがあり、売り手市場だったころにはこの棲み分けはバラン

スよく機能していた。しかし、航空便が増えサプライチェーンが複雑化し、グローバルな

輸送を担うフォワーダーが成長すると、航空会社の立場は相対的に低下してきた。荷主の

ニーズを踏まえ、フォワーダーが組み立てるサプライチェーンの一部分でしかなくなって

しまったのである。荷主が購入している商品は、空港から空港間のみを輸送する航空会社

のサービスでは無く、工場から物流拠点までを結ぶロジスティックスサービスなのであ

る。 

実はこの航空会社のジレンマは、貨物部門特有のものでは無かった。旅客部門も長らく

同じ悩みを抱えていたのである。特に日本のマーケットでは旅行代理店と呼ばれる業態の

力が強かった。旅客営業の世界には、個人の移動と観光旅行の需要が二本柱であった。個

人の移動の中心は業務渡航であり、観光旅行はパッケージツアーなどが主流で、航空券と

宿泊や観光が一体化したものだ。印刷された航空券を必要としていた頃は、どこかで事前

に購入する必要があった。空港や町中にも航空会社のカウンターはあったが、便利だった

のは旅行代理店の店舗である。既に予約をして発券をするだけであれば購入者の意向で航

空会社を選べたが、予約を持たずに旅行代理店を訪れた場合には、その店舗の意向により

利用する航空会社が誘導されるケースもあった。また、観光旅行の場合には、予め利用航

空会社が決定されていたり、集客後に条件の良い航空会社を選んだりしていた。航空会社

は数百億円の投資をして航空機を購入し、大きなリスクを抱えて事業を行っているのに、

収入面では旅行代理店に依存せざるを得ない構造であった。航空会社は数十年かけて状況
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の打開に向けて取り組んで来たが、抜本的な解決をもたらしたのは、インターネットの普

及である。今や多くの方がインターネットを使い自分で航空券を購入している。観光旅行

でさえも、航空券や宿泊を自分で選んで組み合わせるスタイルが主流になっているのだ。 

ではこのようなパラダイムシフトは航空貨物で起こせるのであろうか。これはなかなか

難しい問題である。それはマーケット構造にある。旅客は団体旅行以外の利用単位は個人

である。出張であれ観光旅行であれ、航空機を利用する不特定多数が申し込む B2C18マー

ケットである。一方で貨物を輸出するのはメーカーや商社などの会社である。会社内の物

流担当者が業務として出荷の手配をしているのである。貨物部門も電子化は進んでいるも

のの、あくまでも B2B19マーケットなのだ。また、旅客は空港に自分で来ることができる

が、貨物は自分では動けない。企業の物流担当者がフォワーダーの窓口に対して、総合的

な物流サービスを依頼しているのである。これではインターネットを活用したところで、

顧客に直接選んでもらう構造にはならないということだ。このような話になると、DHLな

どに対してインターネットで申し込むし、越境 EC で商品を購入するときはネットで申し

込むではないかと反論があるかも知れない。しかし、DHLなどの業者はリテールを行う部

門が、法人や個人からの輸送依頼を受け付けており、それを一般の航空会社やグループ内

の航空会社部門に予約する際は、専門の担当者が纏めて予約をしているのだ。つまりイン

テグレーター20はその名のごとく航空会社機能と、フォワーダー機能が統合（Integrated）

されているのである。越境 EC の場合は、販売店などが DHLなどの業者に依頼をしてい

る。仮に航空会社が何万人もスタッフを雇ってこの領域に参入するなら話は別であるが、

空港間の輸送に特化している現状では不可能なことは明白である。 

 さらに、フォワーダーは旅行代理店よりも痒い所に手が届くサービスを提供している。

彼らのサービスにとって、航空輸送は一部を構成するだけの存在であり、空港から目的地

までのあらゆる輸送モードを大手のフォワーダーは提供している。陸上であれば鉄道やト

ラック輸送も当然含まれるし、RORO船21やフェリーなどの活用も可能である。更に特殊

貨物に関しても多くのノウハウを有しており、パンダや競走馬などの輸送に関しても、万

全の態勢で輸送全体を総括している。温度管理が必要な貨物についても多様なサービスを

提供しており、精緻な温度管理が必要で、ある程度運賃負担力がある品目については、エ

                                                   
18 B2C（Business to Consumer）は、企業が一般消費者を対象に商品やサービスを提供

する消費者向けビジネス。 
19 B2B（Business to Business）は、企業が企業に対して商品やサービスを提供する「企

業間取引」のこと。 
20 航空会社と集配を行う輸送業者の両機能を持ち、迅速な国際貨物輸送を提供する DHL

や FedExなど。 
21 貨物を積んだトラックやトレーラーが自走して直接船に乗り込み（Roll-on）、目的地で

降りる（Roll-off）方式の貨物船。 
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ンバイロテナー22などの高価であるが確実な機材の使用を提案するほか、生鮮品などの場

合であれば、発泡スチロールに保冷剤や氷を入れる対応をするなど、条件に合わせた多彩

なサービスメニューを用意している。品質に関しての追求も徹底している。特に日本の荷

主の期待値は非常に高く、その期待に応えるべく日本のフォワーダーは高品質のサービス

を展開している。航空会社は上屋作業に関してはそれほど多くのコストを掛けづらく、拠

点空港以外では委託せざるを得ないため、時としてダメージや紛失などのイレギュラーが

発生することがある。しかし、フォワーダーはイレギュラー対策として、自分たちで

ULD23への積み付けを行い、自分たちで ULD の解体を行うケースもある。そのためには作

業可能な上屋と人員の確保や、航空会社からの作業許可を得なければならず、まとまった

貨物量も必要になって来る。それでも、そこまでやらなければ日本の荷主の完成度の高い

製品を輸送する事はできず、さらにはそれが日本製品の高品質を守っているとも言えるの

だ。 

  

５．予約における攻防 

旅客とは違って商売のほぼ 100パーセントが B2Bで行われる航空貨物の予約のシステム

も、旅客とは大きな違いがある。旅客の場合ハネムーンや国際会議の予約などは 1年近く

前から入ることがあるし急な出張もある。しかし、一般的な旅行の予約も一カ月前には作

成されるのが通常である。しかし、航空貨物は出発日の一週間くらい前から動きが始ま

り、2，3日前が山場になるのである。そうかと言って、ベースとなる予約が無いわけでは

ない。一般的には半期ごとに航空会社とフォワーダーが調整を行い、スケジュール貨物の

アロケーションを設定する。これはフォワーダーの混載商品として使用する予定のある便

に対して、予めソフトブロックを行うものである。フォワーダーはどの便を自社の商品と

して販売するかを決定し、対象となる航空会社と交渉をして必要なスペースを確保するの

である。この場合に、大手のフォワーダーであれば複数の商品を設定する場合や、同じ商

品で複数便を対象にする場合がある。複数の商品は到着時間や積替え回数などで差別化さ

れ、同じ商品の場合には物量が多くなった場合に備えてのバックアップとして確保する場

合もある。この表マスターになるのか裏マスターになるかの攻防戦24は、航空会社とフォ

ワーダーの担当者の交渉の醍醐味でもある。これはフォワーダーの混載便25として販売さ

れ、営業担当は混載差益を創出するために、この混載便にスケジュール貨物を集約すべく

                                                   
22 精密な温度管理を可能にする空調システムを備えた、特殊な保冷・保温コンテナのブラ

ンド名。 
23 ULD（Unit Load Device）、航空機に貨物を積載する際に使用される専用のコンテナや

パレットの総称。 
24 優先度の高い便か、低い便になるかの営業交渉。 
25 フォワーダーが多くの荷主の貨物を主に輸送する指定便。 
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営業活動を行う。各荷主からの出荷情報を踏まえてフォワーダーの混載仕立て担当は、搭

載便出発の 4日くらい前から航空会社に集貨状況を共有し、ソフトブロックのスペースの

調整を行うのである。このアロケーションはソフトブロックなので、両社間で取り決めた

物量を割り込んでもキャンセル料は発生しない。その代わりに必ず搭載されるとも限らな

いのだ。航空会社によって方針は多少違うが、より優先順位の高い貨物があった場合や、

旅客手荷物が想定より多い場合、貨物の形状により想定よりも容積が必要になった場合な

どには搭載されないケースもある。これを防ぐ対応として、航空会社のプライオリティサ

ービスの使用や BSA契約26を結ぶ場合もある。プライオリティサービスは、その名の通り

航空会社の販売する、より優先順位の高いサービスであり、その分運賃も高位だ。BSA 契

約とはソフトブロックでは無く、ハードブロックをして搭載を確約するものである。その

分定められた物量を集められなかった場合には、フォワーダーはキャンセル料を支払う義

務が発生する。そのため荷主に対しても搭載確約の高価な商品として販売されている。 

 

＜図表－8＞航空貨物の予約発生のタイムラインの例 

 

出所：著者作成 

 

 このスケジュール貨物の他にスポット貨物があり、これは文字通りスポット的に発生す

る貨物で、海上貨物から転移してきたものが多い。スケジュール貨物は半期を見越した運

賃設定となるのに対し、スポット運賃はその時の時価で決まる。需要が強い時には高く、

需要が弱ければ安くなる。フォワーダーとしてもとにかく期日以内に安価で運ぶことが目

的となるので、複数の航空会社に声をかけて条件の良い便に搭載する傾向にある。低密度

な貨物であれば重量単価制度を適用している航空会社から好条件を引き出しやすく、高密

                                                   
26 BSA（Block Space Agreement） 
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度な貨物であれば容積単価制度を適用している航空会社の方が安い運賃を提示してくる可

能性が高くなる。航空会社にとってはこの場合のマーケットの状況は日本発だけでは無

く、同じ便への需要のある世界各地のスポット貨物との比較となる。イールドマネジメン

トの担当者は、各地のニーズを把握しながらどの貨物を取ることが収入に最大化に繋がる

かを考えながら選択を続けているのである。 

 実は予約業務もつい最近までは FAX を中心にフォワーダーと航空会社ではやり取りがさ

れてきた。これはフォワーダーが荷主とのシステムのインターフェイスを進める一方で、

航空会社との間では運送状番号や基本情報の共有にとどまっているため、彼らのシステム

で打ち出した詳細情報を、FAXにて航空会社に送付したほうが簡便だったからである。し

かし、この部分はこの 10年間で大きく進歩し、航空会社の予約システムにフォワーダー

の担当者が詳細情報を入力する流れがどうにか定着した。このあたりの駆け引きは、旅客

部門に比べると予約の窓口が集約されている貨物のほうが、結果的には大幅に遅れてしま

った。ついでに説明すると、旅客は航空券の電子化が進み印字された航空券を使用する機

会はめっきり減少している。一方で貨物は輸出入に際して未だに大量の書類を必要とする

場合がある。このコントラストも良く話題になるが、旅客も出入国や税関の審査はデジタ

ル庁が旗を振っている割には日本ではまだ道半ばの状態である。実は貨物も航空券に相当

する運送状は以前から電子化が進んでいる。しかしながら、税関審査等には多くの書類が

必要な場合があるので、業界を挙げて取り組んでいるものの電子化には時間を要してい

る。 

 

６．荷主との関係性 

 航空会社は壮大な装置産業だ。航空機や運航を維持する施設のためには巨額な投資が必

要であり、そのために固定費の水準が極めて高い。それはコロナ禍で航空会社が苦しんだ

要因でもある。一方、フォワーダーはそれほどの投資を必要としない。上屋やトラックな

どは所有する必要があるが、キャリアと呼ばれる航空会社、船会社、鉄道会社のアセット

をうまく組み合わせて付加価値の高いサービスを提供している。したがって営業力や企画

力、商品造成力が無いと勝ち残ってはいけないが、固定費の呪縛からは解放されている。

例えば需要が弱く荷主からの輸送運賃の下げ圧力が強い場合には、航空会社に対しての交

渉により低い運賃を獲得する。需要が強く航空会社からの値上げ要請があった場合には、

荷主に対して値上げ要請を行う。一定の供給量の中で社会情勢に合わせて需給のバランス

は変化するので、運賃の上下動は発生する。航空会社と荷主は直接の交渉は基本的には行

わないので、賢く立ち回ることによってどちらの局面でも、フォワーダーには利益が残る

構造となっている。それでは航空会社と荷主が直接交渉するとどうなるのか。B2C では無

いのでウェブによって広くあまねく貨物を集めることは無理であるが、B2B のままで直接

商売はできないのであろうか。 
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 海上輸送に関しても NVOCC27としてフォワーダーが介在するケースは多いが、船会社と

荷主が直接契約することも実際には結構多い。特に物量の多い大手荷主はボリュームディ

スカウントを得やすいので直接契約する傾向にある。これは航空輸送にも適用できるのだ

ろうか。船会社と直接契約をしている荷主からは、航空会社に対しても直接契約を模索す

る傾向はある。しかし、同じような形での契約は難しい。そこにはタイムラインと物量と

いう壁が存在する。海上輸送は一刻を争う輸送を行う訳では無い。太平洋航路で 2週間程

度、欧州航路であれば 1か月程度の輸送日数がかかり、その上で荷役作業の日数も加わっ

てくる。それだけの時間がある中で、通常は荷主企業の物流センターや倉庫に 20フィー

トコンテナ等を移送し、そこでバンニング28が行われる。何本ものコンテナをバンニング

することになるが、ある程度の時間的な猶予があるので、契約した本数をきっちり仕上げ

ることができる。一方、航空輸送では緊急性が求められる。荷主の物流センターで ULD

への積み付けを行うことはできないことではないが、短い時間の中で効率的な積み付けが

できる物量が揃うかどうかはわからない。金に糸目をつけないほど緊急であればそれでも

良いのかもしれないが、スピードとコストのバランスをとるのであれば、フォワーダーが

介在し、他の貨物を合わせて ULD を仕上げたほうが効率的である。また、海上輸送であ

ればコンテナ船一隻の輸送量が大きく、大手荷主の需要に対しても一社で対応できる範囲

が広い。しかし航空輸送の場合には輸送単位が小さいので、ロットでの出荷があった際に

は一便で対応することが不可能だ。一定期間内の複数の航空会社の複数の便のスペースを

かき集めないと対応できない規模なのである。これでは特定の航空会社と直接取引をして

もあまり意味がない。 

 直接契約についても、航空会社には旅客営業としての長年に亘る挑戦の歴史がある。古

くは回数券の販売から始まり、電話回線による予約発券端末の開発など、それなりの時間

を掛けて模索してきた。現在では直接交渉によって利用者の囲い込みができる環境を構築

している。この部分でも貨物は一筋縄ではいかない。例えば出張者であれば、大きなイベ

ントがあったとしても、一社で特定の便を埋め尽くすことは現実的では無い。しかし、貨

物においては、その企業の出荷量を一つの航空会社で賄うことが不可能なケースは多々あ

るのだ。航空輸送は基本的には海上輸送のバックアップであることが多く、いざというと

きに必要なスペースの手当てができないのであれば、荷主として直接契約するメリットは

殆ど無くなってしまう。 

 更に複雑なのは航空輸送の運賃の決定方式だ。航空貨物では通常重量逓減方式が取られ

ている。これは物量が多いほど安価な運賃が提供されるというものだ。フォワーダーは別

名混載業者と呼ばれる通り、この制度を利用して多くの荷主から貨物を集めて混載するこ

                                                   
27 NVOCC（Non-Vessel Operating Common Carrier）：船舶などの自社輸送手段を持た

ずに、船会社のスペースを利用して国際貨物輸送を行う「非船舶運航業者」。 
28 バンニング（Vanning）：主に輸出貨物を海上コンテナへ詰め込む作業のこと。 
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とを生業のひとつとしている。ここで言う混載とは、複数の貨物を一つの運送状で取り扱

うという意味であり、同じ ULD に多様な貨物を積み付ける「合積み」とは違うことを意

味する。一つの荷主からは 100㎏の貨物しか無かったとしても、複数の貨物を集めて１ト

ンにまとめて運送状を発行すれば安価な単価が適用される。この差額は基本的にはフォワ

ーダーの利益となる。航空会社にとっては物量がまとまった方が取り扱いし易く工数も減

るので、このような制度が取り入れられている。そうなると荷主としては航空会社と直接

契約するよりも、フォワーダーと契約したほうが安価な単価を得られる機会が多くなると

いう事である。このあたりの制度設計も旅客とは大きく違っており、一般的な商習慣のよ

うに中間業者を排除することが、双方の利益拡大に直接的に繋がらないポイントなのであ

る。実際にはフォワーダーの混載に紛れるのであれば、結果としての混載単価を荷主に提

示すれば良く、そうすれば本質的には利益を損なうことは無いが、航空会社側として直接

取引は単価の上昇を期待するものであり、単価の下落を容認できない組織が多い。 

 

＜図表－9＞重量逓減による混載差益 

 

出所：著者作成 

 

 複雑な構造はこれで終わらない。容積重量の考え方は混載貨物にも影響する。低密度な

貨物には容積重量が適用されるが、混載を組むことで高密度な貨物と合わせるとどうなる

か。容積重量が相殺されて適用重量が減少するのである。図表－10は低密度な貨物と高密

度な貨物を混載にした場合のシミュレーションである。貨物 A 単体なら 600,000円、貨物

B 単体で 400,000円となり合計で 1,000,000円となるが、混載として運送状を発行した場合

には 700,200円となり 299,800円も適用運賃が減額されるのである。この差額はフォワー

ダーの利益となる場合や荷主に還元される場合がある。この容積重量の仕組みによる混載

差益と、重量逓減性による混載差益があるために、フォワーダーが介在することで荷主は

単体で運賃交渉をするよりも低重量であっても低単価が適用される機会が生まれる。つま

り航空会社が荷主と直接交渉をする場合には、混載差益を踏まえた単価提示をしないと、

適用重量（㎏）適用単価（円） 運賃（円） ＊下記の運賃の場合

荷主A 250 1,000 250,000 重量（㎏） 料金（円）

荷主B 500 800 400,000 45 1500

荷主C 500 800 400,000 100 1200

荷主D 1,000 600 600,000 250 1000

荷主E 1,000 600 600,000 500 800

合計 3,250 2,250,000 1000 600

混載後 3,250 500 1,625,000 2000 500

差額 625,000
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荷主にとっては魅力的な条件にならない。航空会社から見れば中間業者を省いたのになぜ

単価が下がるのか組織として容認できない状況になる。だから荷主が納得する条件はそも

そも提示できない構造なのであるが、よく考えてみると航空会社は低い単価を提示したと

しても、掛け合わせる適用重量は混載が解けて大きくなるので、収入自体は減少すること

は無い。しかし、ここまでの構造を理解することは困難であり、そのような対応は実施さ

れることは無いのが現実である。 

 

＜図表－10＞適用重量の相殺による混載差益 

 

出所：著者作成 

 

 複雑な要素はまだある。航空貨物にも燃油サーチャージと呼ばれる燃油特別付加運賃が

適用される。これはジェット燃料の価格変動に対応するための運賃であるが、これはなぜ

か実重量では無く適用重量に対して適用されるルールとなっている。すなわちそれは、燃

油サーチャージにも混載差益が発生するという事である。設定の趣旨から、本来は装置産

業である航空会社の経営の安定化のための措置であり、フォワーダーは荷主からの徴収を

代行している立場であるが、ここに混載差益が発生することによって問題は複雑化してい

るのだ。些末なことであるが、荷主の一般常識も航空輸送には当てはまらない場合があ

る。これは購入規模が大きくなればなるほど、単価は安くなるべきだというものである。

通常の商習慣では確かにそのとおりである。しかし、航空輸送は供給力に限界がある。海

上貨物からの転換により航空貨物がタイトになった場合には、運賃は上昇してしまうので

ある。これは需要と供給から説明がつく話であるが、海上輸送を主な輸送手段としている

荷主にとっては、簡単には理解しがたい構造の様である。 

 荷主との関係性において、昨今の「物流 2024年問題」は航空貨物にとっても看過でき

ない課題である。トラック不足による横持ち輸送への影響が懸念されているが、この問題

の背景には、多重下請け構造やアナログな手配手法、輸送外荷役の負担といった、長年積

み残されてきた業界構造の課題がある。こうした状況を改善する鍵は、物流を単なる「削

減すべきコスト」ではなく、ビジネスを支える「戦略的投資」と捉える視点の転換にあ

る。現在、航空貨物はグローバルな供給網の激しい争奪戦の中にあり、日本発の運賃水準

が国際的な市場環境から乖離した場合、アジア他国発の貨物に対してスペース確保の優先

項番 内容 実重量(㎏) 容積(m3) 容積重量(㎏) 適用重量(㎏) 単価(円) 運賃(円)

① 貨物A 500 6 1,000 1,000 600 600,000

② 貨物B 500 1 167 500 800 400,000

③ 単純合計 1,000 7 　  1,000 1,000,000

④ 混載時 1,000 7 1,167 1,167 600 700,200

⑤ 差額 -299,800



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

22 

 

 

順位が低下し、必要な時にモノが運べないというリスクを招きかねない。これは単一企業

のコスト問題に留まらず、日本のサプライチェーン全体の国際競争力、ひいては産業の持

続可能性に関わる重要な局面であり、今こそ荷主と物流事業者が一丸となり、持続可能な

物流プラットフォームの構築に向けたパートナーシップを深化させるべき時が来ていると

言える。 

 

７．インテグレーターの実態 

 航空貨物マーケットは、空港から空港を輸送する航空会社と、その前後の大きな範囲を

取り扱うフォワーダーによって成り立っている。ただし、発地と着地の取り扱いフォワー

ダーや、通関業者が異なるケースも多い。これは荷送り人や荷受人である企業が、サプラ

イチェーンをどのように構築しているかによっても関わって来る。インハウス会社を持っ

ている場合や、域内配送網が整備されている場合には、輸出入貨物をその配送網に乗せる

ケースも多い。また、輸入通関は品目によってはかなりの専門性を必要とすることもある

ために、専門的な業者が対応することもある。しかし、その分業体制を横目にシームレス

なサービスを展開しているのが DHLや FedEx などのインテグレーターと呼ばれる業態で

ある。インテグレーターが得意とするのはドアツードアの国際エクスプレスと呼ばれるビ

ジネスであるが、実はこのビジネスは日本が発祥ともいえるものである。日本の OCS29が

付帯事業として始めたサービスがその礎である。OCS は当時の社名を海外新聞普及という

日本で印刷した新聞を海外各地に輸送することを生業とする会社であった。その配送網を

利用して書類などの国際輸送を開始したのが国際クーリエ30の始まりであると言われてい

る。そしてこのビジネスは、自社機を使ったハブアンドスポークのネットワークによる国

際エクスプレスとして、インテグレーターが大きなビジネスに昇華していった。 

 その後インテグレーターは大きく成長し、航空機を何百機も有する世界的なサービスを

展開する存在となった。分かり易い料金表による世界各地への迅速な国際エクスプレス

は、越境 ECが生活の一部となりつつある現在において欠かせない存在である。そうであ

ればフォワーダーのビジネスは今後インテグレーターにとって代わられるのであろうか。

そうなると航空会社にとっても死活問題である。インテグレーターが日本に進出してきた

頃は、黒船来襲として業界では脅威論が語られた。しかし、実際はインテグレーターの国

際エクスプレスとフォワーダーによるフォワーディングには大きな違いがある。どちらも

国際的な貨物輸送を行う点では共通しているが、国際エクスプレスはサービス対象地域内

において、比較的通関が簡易で、ドライバーによる輸送が可能な小型の貨物を、ワンスト

ップの手続きで迅速に輸送するパッケージ商品であるのに対し、フォワーディングは大型

                                                   
29 ANAグループの主に国際エクスプレスを扱う会社。 
30 書類や小口荷物をドアツードアに届ける国際サービス。サービス名は OCSによって付

けられた。安部正明著：「ある起業家の激動人生記」2000年たちばな出版より。 
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で取り扱いが難しく、通関にも知識が必要な貨物を、世界のどこからどこへでも輸送する

カスタマイズされた商品なのである。また、インテグレーターの商品設計は荷送り人から

荷受人までの輸送パッケージであるため、細かい荷主の要望には対応が難しい。国際輸送

においては航空でも海上でもインコタームズという、どこで所有権が変わるかを契約によ

って定めている。多くの商取引では輸送の途中で所有権が変わることが一般的で、輸送手

段の選択権は所有者にある。また、特殊な品目の輸入通関には専門性が必要な場合が多

く、通関は専門の業者に扱わせないとスムースに進まないケースも多い。このような対応

は、基本的にインテグレーターは不得手だ。フォワーディング案件や、大型の貨物をイン

テグレーターが扱っているのを知っている人は反論があるかも知れないが、それには二つ

のパターンがある。インテグレーターには同じブランドを共有しながらフォワーディング

を行う別会社が存在する。このフォワーディング会社が取り扱う場合には、サービス内容

は一般のフォワーダーと変わらない。また、国際エクスプレス部門が扱う場合もあるが、

この場合は通常の国際エクスプレスのシームレスなラインからは外れ、特別な輸送方式や

通関方式が取られることになるので、結果としてのサービスはフォワーディングに近いも

のになるのだ。傍から見ればインテグレーターは全ての貨物を迅速でシームレスなサービ

スで運んでいるように見えるが、これは統一ブランドによる錯覚である。 

 

＜図表－11＞インテグレーターとフォワーダーの違い 

 

出所：著者作成 

 

比較項目 インテグレーター 【国際エクスプレス】 フォワーダー【一般航空貨物】

代表的な企業 FedEx, UPS, DHL 日本通運, KWE, 近鉄エクスプレス, DB Schenker 等

垂直統合型 水平分業型

集荷・通関・航空機・配達まで自社一貫 (Door-to-

Door)

航空会社・トラック会社・通関業者等を最適に組
み合わせる

書類 、小口貨物 重量貨物 、特殊貨物

半導体サンプル、越境EC商品、緊急パーツ
自動車部品、完成車、製造装置、生鮮食品、危険
物

ハブ・アンド・スポーク ポイント・トゥ・ポイント

深夜にハブ空港へ全機を集結させ、自動仕分けし
て再配送

旅客便や貨物便の直行便・経由便を柔軟に選択

時間確約 標準配送

「翌日午前10時必着」など、最速・定時性が売り
数日～1週間程度。作業やフライトの空き状況に左
右される

高単価 低単価

パッケージ料金。重量・サイズ制限あり 料金積み上げ方式。

主にマニフェスト通関 (簡易通関) 一般申告 (個別通関)

一覧表でまとめて申告するため速い
一件ごとに詳細な申告を行う。許可までに時間を要
する場合あり

「速さと分かりやすさ」 「柔軟性とコスト」

圧倒的なスピードとトレーサビリティ。手間いら
ず。

あらゆるサイズ・重量に対応。航空会社を選べ、
安価に送れる。

重量物・長尺物は割高、または搭載不可。 ドア・ツー・ドアの手配が複雑。

定型外の対応や危険物が苦手。
リードタイムが長く、トレーサビリティで劣る場
合がある。

強み (Pros)

弱み (Cons)

ビジネスモデル

主な輸送品目

輸送ネットワー

ク

スピード・時間

運賃体系

通関方式
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 インテグレーターはフォワーダーにとっては目障りな存在かも知れない。圧倒的な知名

度とブランド力はフォワーダーの領域をある程度脅かすこともあるだろう。アセットを持

たない故の自由な輸送の組み立てをビジネスの柱としているフォワーダーにとっては、国

際エクスプレスビジネスに参入するメリットは殆どない。フォワーダーとしては、よりグ

ローバル化が進み複雑になる国際物流において、どんな輸送計画も実現できる輸送網が必

要とされるだろう。航空会社にとってインテグレーターは顧客でもある。彼らは多くの自

社機を所有しているが、バイパスとして航空会社のスペースを利用する場合もある。過度

な依存は禁物であるが、状況を見極めながらインテグレーターの貨物を取り込むことは、

航空会社の戦略としては必要なのである。 

 

８．空港のジレンマ 

 日本の空港政策では、長い期間国際線は成田、国内線は羽田との棲み分けが行なわれて

いた。しかし 2011年には羽田に国際線用のターミナルがオープンし、首都圏の空港の役割

は新たな時代を迎えた。24時間空港で都心から近い羽田空港は、多くの新たなビジネスチ

ャンスを生み出した。午前中の出発便でも成田空港のように前泊の必要もなく、深夜出発

便であれば仕事が終わって会食を済ませたエクゼクティブの利用も可能になり、効率的な

活用ができている。一方で貨物は羽田便を活用できているのだろうか。都心から近い立地

で、そのロケーションの持つ付加価値を最大限に発揮しているかと言えば、そうではない

のが現実だ。これも貨物が自分で歩けないことが要因であるが、多くの貨物は一度成田空

港周辺のフォワーダーの施設に持ち込まれることになる。貨物を出荷する際、荷主企業は

自社の配送網やフォワーダーの集貨網を用いてフォワーダーの施設に輸送される。これは

日本の航空政策の歴史の積み重ねの結果でもあるが、成田を中心に輸出入が行われていた

ために、現在ではそれを前提に流れが組まれてしまっているのだ。フォワーダーの施設で

検量・検尺・ラベリング・輸出通関・混載仕立てが行われ、場合によっては ULD の積み

付けまでが実施される。これらの工程を終えた後に、成田の航空会社上屋に搬入されるの

が一般的である。そして問題点は、羽田発の便に搭載する貨物も、その多くが成田に搬入

され羽田に転送されるのである。フォワーダーはその充実したサービスを提供するために

は自社の施設が必要であるが、羽田空港内の施設は十分な広さも無く周辺も含めて賃料が

高い。二重投資になることもあり、羽田空港近くには拠点を持っていないのである。荷主

から見ても、搭載便ごとに搬入地点を分けることは非効率であり、成田に搬入を集中する

方が望ましい。リードタイム上もそれほどのロスも無く輸送できるので、機能を分散する

メリットが無いのである。これは関西地区でも同様だ。神戸空港は最近国際線チャーター

便を解禁し、将来的な定期国際線の就航も視野に入れている。兵庫県や神戸市は、神戸空

港を活用した航空貨物の発展にも期待しているが、普通に考えれば関西空港近辺に展開し
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ているフォワーダー上屋から一度関西空港に搬入され、神戸空港に転送される流れがスタ

ンダードになるであろう。 

 この部分ではインテグレーターの戦略はある意味明快である。彼らの拠点は新木場に集

中している。ここは彼らの主要なマーケットである都心と成田空港の中間点にあり、高速

道路のアクセスも良い場所である。長らく日本では通関機能を持つ保税蔵置場に認可に関

しては、高いハードルがあった。しかし、インテグレーターに本格的な進出とともに認可

条件は緩やかになり、大手三社とその他数社の国際エクスプレス会社はこのあたりを拠点

とし、貨物の集約作業と通関及び ULD への搭載までを実施している。特に自社機に搭載

する場合には ULD への積み付けが完了していることから、出発間際のタイミングまで待

つことができる。タイムコンシャスな国際エクスプレスにはうってつけの場所だ。さらに

羽田空港の国際化によって、新木場の価値は高まった。全ての作業が完了しているので、

羽田空港への搬入も可能なのである。現在貨物便は羽田空港には殆ど就航していないが、

深夜旅客便のメリットを享受できる体制にある。実はフォワーダーも新木場に近い原木中

山の TACT31に拠点を持っていた時があった。ここで作業を行い成田空港出発便に搭載して

いたのだ。しかしその後のフォワーダーのサービスの拡大と、規制緩和により成田空港外

に自社の拠点を設けることが主流になり、TACTは役割を終えたのである。もしも羽田の

再国際化まで TACT が存続していたのであれば、羽田空港の利用方法は大きく違っていた

と思われる。 

 

＜図表－12＞首都圏における航空貨物の動き 

 

 

出所：著者作成 

 

                                                   
31 TACT（Tokyo City Air Cargo Terminal）：原木にあった総合貨物施設。 
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 羽田空港の国際化は、都心に近い立地をフル活用できないばかりか、貨物にとっては大

きな課題を抱えている。羽田空港出発便に搭載する日本発の貨物は、成田空港に搬入され

航空会社が羽田空港に転送する流れが主流であるが、転送しているのは日本発の貨物だけ

ではない。昨今はアジア諸国から欧米への貨物流動が活発であり、この需要をいかに取り

込むかを韓国の仁川国際空港や、台湾桃園空港と成田空港は争っている。しかし、成田空

港の場合は欧米路線などを中心に羽田空港に転送する必要が出てくる。時間的な損失より

も転送コストやドライバーの確保が大きな負担となっている。毎日大量の貨物が羽田空港

－成田空港間を移動しており、強大な競合空港との争いに際して苦しい状況が続いてい

る。羽田空港の 24時間運用は、深夜時間帯の需要が高い貨物需要にとってはメリットも

大きく、工夫によっては一空港では実現できない輸送ネットワークの構築も可能だ。両空

港間を結ぶ自動運転大型トラックの実用化など、早急な対策が期待される。 

 また、そもそも同一空港であっても貨物の接続は旅客に比べると大きな手間がかかる。

旅客は乗り継ぎ先の搭乗口に自分で歩けるが、貨物は運んであげなければいけない。それ

ばかりか、状況によっては ULD の積替えが発生する。ULD 単位で同じ接続便に搭載する

場合にはそのまま輸送できるが、他の貨物との積替えが発生する場合も多く、機材によっ

ては搭載可能な ULD のタイプが変わる場合もある。そのために積替え作業も日常茶飯事

である。これは予約の段階で精緻な振り分けをすることで可能な限り回避をしているが、

搭載効率を最大化にするためには時として積替えも必要なのである。スムースな貨物ハブ

としてのハンドリングは、現場のスタッフの努力によって支えられており、彼らの努力に

は敬意を表したい。 

 

おわりに 

航空貨物は、特に旅客ビジネスを知る人にとって、非効率で矛盾に満ちた前時代的なビ

ジネスだと思うかもしれない。マーケットを積極的に支配しにくく、流れに身を任せてい

る主体性のないビジネスだと思われることも多いだろう。しかし、このビジネスは時とし

て瀕死の航空会社を救う力を持っている。航空貨物は同じ航空会社のビジネスでありなが

ら、旅客とは全く違ったマーケット構造と商習慣のある特殊なビジネスである。その違い

を理解し、適切なマネジメントをすれば、中長期的には利益を生み出すビジネスなのであ

る。 

そして、その特殊で複雑なビジネスを最前線で支えているのは、現時点ではシステムで

も AIでもなく、紛れもなく「人」である。予約の攻防を制する担当者の目利き、パズル

のような貨物を 1センチの無駄もなく積み付ける職人芸、そして雨の駐機場で巨大な貨物

を操るハンドリングスタッフ。彼らの現場力こそが、構造的な非効率を補い、日本の高品

質な物流を守っているのだ。このスタッフの努力に感謝をしつつ、次のステージを目指す

プロジェクトも進行中だ。成田空港は中長期的な機能の向上のために抜本的な改革を検討
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しており、貨物部門も大きな変更を遂げようとしている。航空会社とフォワーダーの施設

の融合や、省人化や自動化を目指す内容となっている。これは、もはや選択肢ではなく、

日本の労働人口減少の中で産業を維持するための必須条件である。 

また、日本の貨物ビジネスには旅客ビジネスよりも「地理的なメリット」が大きい。旅

客の需要は、その国の経済力や観光地としての魅力（発着需要）に左右される側面が強

い。しかし、貨物はたとえ日本の国力が相対的に低下し、日本発着の貿易量が停滞したと

しても、アジアと北米・欧州をつなぐ「中継地」としての地理的優位性は揺るがないから

だ。経済のグローバル化が益々高度化し、国際的なサプライチェーンが有機的に結合して

いく中で、地理的にアジア各国と欧米との中継点に位置する日本にとって、航空貨物ビジ

ネスは「通過する価値」を取り込むことで今後も成長が見込まれるビジネスなのである。

独特な航空貨物を適切に活用することができれば、旅客ビジネスと共に航空会社経営を支

える、より強靭な力となることは間違いない。 
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